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議案第１号 

 

常総市行政不服審査法施行条例の一部を改正する条例について 

 

常総市行政不服審査法施行条例の一部を改正する条例を次のように定めたいの

で，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により

議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，行政不服審査法に基づく審査請求に対し，その審理手続の遂行に必要

な知識及び経験を有する者を非常勤の特別職である審理員として委嘱することが

できる旨の規定を新たに加える改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市行政不服審査法施行条例の一部を改正する条例 

 

常総市行政不服審査法施行条例（平成２８年常総市条例第１７号）の一部を次

のように改正する。 

第２条の次に次の１条を加える。 

（審理員） 

第２条の２ 市長は，審理手続（法第２章第１節又は第３節に規定する審理手続

をいう。次項において同じ。）を行わせるため，必要があると認めるときは，

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項第３号に規定する非

常勤の特別職として審理員を置くことができる。 

２ 審理員は，審理手続を遂行するために必要な知識及び経験を有する者のうち

から市長が委嘱する。 

３ 審理員の勤務時間，勤務日等については，市長が別に定める。 

４ 審理員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も，

同様とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正） 

２ 常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

３１年水海道市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第３条第５項中「及び情報化統括補佐官」を「，情報化統括補佐官又は審理

員」に改める。 

別表第１情報公開・個人情報保護審査会の委員の項の次に次のように加える。 

審理員 日額 30,000円 常勤の特別職 

別表第５市外在住の情報公開・個人情報保護審査会の委員の項の次に次のよ

うに加える。 

市外在住の審理員 一般職の旅費相当額 
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議案第２号 

 

常総市長等の給与及び旅費の特例に関する条例の一部を改正する条

例について 

 

常総市長等の給与及び旅費の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１

号の規定により議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，昨年４月の副市長の就任及び本年４月の教育長の就任に伴い，条例中

に規定する給料及び旅費に関する特例措置の期間について，副市長及び教育長の

それぞれの任期と整合を図ることとし，その期限を延伸する改正を行うため，こ

れを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市長等の給与及び旅費の特例に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市長等の給与及び旅費の特例に関する条例（平成１５年水海道市条例第３

号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「平成３０年１１月３０日まで」を「平成３３年３月３１日まで」に

改める。 

第３条中「平成２８年１２月１２日まで」を「平成３１年９月３０日まで」に

改める。 

第４条中「平成３２年８月２日まで」を「平成３３年３月３１日まで」に改め

る。 

附則第２項中「平成３２年８月２日」を「平成３３年３月３１日」に改める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行し，この条例による改正後の第３条の規定は，

平成２８年１２月１３日から適用する。 



5 

議案第３号 

 

財産の処分について 

 

次のとおり財産を売却したいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第８号の規定により議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 土地の所在地，種別及び面積 

⑴  所 在 地  常総市豊岡町字河原甲５２番１外１５筆 

⑵  種  別  雑種地 

⑶  面  積  １１，９６４．８３平方メートル（実測） 

２ 売却の方法  随意契約 

３ 売却価格  ２８，７５４，０６６円 

４ 売却の相手方 茨城県筑西市二木成１７５３番地 

         分任支出負担行為担当官 

 関東地方整備局下館河川事務所 

 所長 里村真吾 

 

提案理由 

本案は，旧豊岡球場の敷地について，鬼怒川堤防拡幅工事の計画区域内に位置

するため，国に売却することとし，予定価格が議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例に定める額を超えていることから，これを提出す

る。 
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議案第４号 

 

常総市税条例等の一部を改正する条例について 

 

常総市税条例等の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求

める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，地方税法の改正に伴い，個人所得課税の見直し，たばこ税の税率の引

上げ，中小企業の設備投資を促進するための固定資産税の特例措置の創設等に関

する改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市税条例等の一部を改正する条例 

 

（常総市税条例の一部改正） 

第１条 常総市税条例（昭和３３年水海道市条例第１３号）の一部を次のように

改正する。 

第２５条第１項中「によって」を「により」に改め，同条第３項中「この

節」の次に「（第４９条第１０項から第１２項までを除く。）」を加える。 

第２６条第１項第２号中「１２５万円」を「１３５万円」に改め，同条第２

項中「得た金額」の次に「に１０万円を加算した金額」を加える。 

第３４条の２中「扶養控除額を，」の次に「前年の合計所得金額が２，５０

０万円以下である」を加える。 

第３４条の６中「所得割の納税義務者」を「前年の合計所得金額が２，５０

０万円以下である所得割の納税義務者」に改め，同条第１号ア及び第２号ア中

「においては」を「には」に改める。 

第３７条の２第１項中「の者」を「に掲げる者」に改め，同項ただし書中

「によって」を「により」に改め，「配偶者特別控除額」の次に「（所得税法

第２条第１項第３３号の４に規定する源泉控除対象配偶者に係るものを除

く。）」を加える。 

第４９条第１項中「による申告書」の次に「（第１０項及び第１１項におい

て「納税申告書」という。）」を加え，同条に次の３項を加える。 

１０ 法第３２１条の８第４２項に規定する特定法人である内国法人は，第１

項の規定により，納税申告書により行うこととされている法人の市民税の申

告については，同項の規定にかかわらず，同条第４２項及び施行規則で定め

るところにより，納税申告書に記載すべきものとされている事項（次項にお

いて「申告書記載事項」という。）を，法第７６２条第１号に規定する地方

税関係手続用電子情報処理組織を使用し，かつ，地方税共同機構（第１２項

において「機構」という。）を経由して行う方法その他施行規則で定める方

法により市長に提供することにより，行わなければならない。 

１１ 前項の規定により行われた同項の申告については，申告書記載事項が記

載された納税申告書により行われたものとみなして，この条例又はこれに基

づく規則の規定を適用する。 
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１２ 第１０項の規定により行われた同項の申告は，法第７６２条第１号の機

構の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備えられたファイルへ

の記録がされた時に同項に規定する市長に到達したものとみなす。 

第９５条を第９５条の２とし，第２章第４節中同条の前に次の１条を加える。 

（製造たばこの区分） 

第９５条 製造たばこの区分は，次に掲げるとおりとし，製造たばこ代用品に

係る製造たばこの区分は，当該製造たばこ代用品の性状によるものとする。 

(1) 喫煙用の製造たばこ 

ア 紙巻たばこ 

イ 葉巻たばこ 

ウ パイプたばこ 

エ 刻みたばこ 

オ 加熱式たばこ 

(2) かみ用の製造たばこ 

(3) かぎ用の製造たばこ 

第９６条の次に次の１条を加える。 

（製造たばことみなす場合） 

第９６条の２ 加熱式たばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセ

リンその他の物品又はこれらの混合物を充塡したもの（たばこ事業法第３条

第１項に規定する会社（以下この条において「会社」という。），加熱式た

ばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセリンその他の物品又は

これらの混合物を充塡したものを製造した特定販売業者，加熱式たばこの喫

煙用具であって加熱により蒸気となるグリセリンその他の物品又はこれらの

混合物を充塡したものを会社又は特定販売業者から委託を受けて製造した者

その他これらに準ずる者として施行規則第８条の２の２で定める者により売

渡し，消費等又は引渡しがされたもの及び輸入されたものに限る。以下この

条及び次条第３項第１号において「特定加熱式たばこ喫煙用具」という。）

は，製造たばことみなして，この節の規定を適用する。この場合において，

特定加熱式たばこ喫煙用具に係る製造たばこの区分は，加熱式たばことする。 

第９７条第１項中「第９５条第１項」を「第９５条の２第１項」に改め，

「消費等」の次に「（以下この条及び第１０１条において「売渡し等」とい

う。）」を加え，同条第２項中「前項の製造たばこ」の次に「（加熱式たばこ

を除く。）」を加え，「喫煙用の紙巻たばこ」を「紙巻たばこ」に，「当該右
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欄」を「同表の右欄」に改め，同項後段を削り，同項の表中「ア パイプたば

こ」を「ア 葉巻たばこ」に，「イ 葉巻たばこ」を「イ パイプたばこ」に

改め，同条第４項中「前項」を「前２項」に改め，「計算に関し，」の次に

「第４項の」を，「重量」の次に「又は前項の加熱式たばこの品目ごとの１個

当たりの重量」を加え，同項を同条第６項とし，同項の前に次の１項を加える。 

５ 第３項第２号に掲げる方法により加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数

に換算する場合における計算は，売渡し等に係る加熱式たばこの品目ごとの

１個当たりの重量（同号に規定する加熱式たばこの重量をいう。）に当該加

熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を合計し，その合計重量を紙

巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

第９７条第３項中「前項」を「第２項」に改め，「の重量を」の次に「紙巻

たばこの」を加え，「場合の」を「場合又は第３項第１号に掲げる方法により

同号に規定する加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に換算する場合におけ

る」に，「第９５条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等」

を「売渡し等」に，「同欄に掲げる」を「第９５条に掲げる」に，「喫煙用の

紙巻たばこ」を「紙巻たばこ」に改め，同項を同条第４項とし，同条第２項の

次に次の１項を加える。 

３ 加熱式たばこに係る第１項の製造たばこの本数は，第１号に掲げる方法に

より換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した紙巻たばこの本数，

第２号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に０．２を乗じて計算

した紙巻たばこの本数及び第３号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの

本数に０．２を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計数によるものとする。 

(1) 加熱式たばこ（特定加熱式たばこ喫煙用具を除く。）の重量の１グラム

をもって紙巻たばこの１本に換算する方法 

(2) 加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則第１６条の２の２で

定めるものに係る部分の重量を除く。）の０．４グラムをもって紙巻たば

この０．５本に換算する方法 

(3) 次に掲げる加熱式たばこの区分に応じ，それぞれ次に定める金額の紙巻

たばこの１本の金額に相当する金額（所得税法等の一部を改正する法律

（平成３０年法律第７号）附則第４８条第１項第１号に定めるたばこ税の

税率，一般会計における債務の承継等に伴い必要な財源の確保に係る特別

措置に関する法律（平成１０年法律第１３７号）第８条第１項に規定する

たばこ特別税の税率，法第７４条の５に規定するたばこ税の税率及び法第
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４６８条に規定するたばこ税の税率をそれぞれ１，０００で除して得た金

額の合計額を１００分の６０で除して計算した金額をいう。第８項におい

て同じ。）をもって紙巻たばこの０．５本に換算する方法 

ア 売渡し等の時における小売定価（たばこ事業法第３３条第１項又は

第２項の認可を受けた小売定価をいう。）が定められている加熱式た

ばこ 当該小売定価に相当する金額（消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）の規定により課されるべき消費税に相当する金額及び法第２

章第３節の規定により課されるべき地方消費税に相当する金額を除

く。） 

イ アに掲げるもの以外の加熱式たばこ たばこ税法（昭和５９年法律

第７２号）第１０条第３項第２号ロ及び第４項の規定の例により算定

した金額 

第９７条に次の４項を加える。 

７ 第３項第３号に掲げる方法により加熱式たばこに係る同号ア又はイに定め

る金額を紙巻たばこの本数に換算する場合における計算は，売渡し等に係る

加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの同号ア又はイに定める金額に当該加

熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た金額を合計し，その合計額を紙巻

たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

８ 前項の計算に関し，加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの第３項第３号

アに定める金額又は紙巻たばこの１本の金額に相当する金額に１銭未満の端

数がある場合には，その端数を切り捨てるものとする。 

９ 第３項各号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に同項に規定す

る数を乗じて計算した紙巻たばこの本数に１本未満の端数がある場合には，

その端数を切り捨てるものとする。 

１０ 前各項に定めるもののほか，これらの規定の適用に関し必要な事項は，

施行規則で定めるところによる。 

第９８条中「５，２６２円」を「５，６９２円」に改める。 

第９９条第３項中「第９５条」を「第９５条の２」に改める。 

第１０１条第１項中「第９５条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若し

くは消費等」を「売渡し等」に改める。 

附則第６条の３第１項中「得た金額」の次に「に１０万円を加算した金額」

を加える。 

附則第１２条の２中第２６項を第２７項とし，第２５項の次に次の１項を加
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える。 

２６ 法附則第１５条第４７項に規定する市町村の条例で定める割合は，零と

する。 

附則第２５条の２第３項中「第３７条の７」を「第３７条の６」に，「第３

７条の９の４又は第３７条の９の５」を「第３７条の８又は第３７条の９」に

改める。 

第２条 常総市税条例の一部を次のように改正する。 

第９７条第３項中「０．８」を「０．６」に，「０．２」を「０．４」に改

める。 

附則第１２条の２第２４項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第

４３項」に改め，同条第２５項中「附則第１５条第４５項」を「附則第１５条

第４４項」に改め，同条第２６項中「附則第１５条第４７項」を「附則第１５

条第４６項」に改める。 

第３条 常総市税条例の一部を次のように改正する。 

第９７条第３項中「０．６」を「０．４」に，「０．４を」を「０．６を」

に改め，同項第３号中「附則第４８条第１項第１号」を「附則第４８条第１項

第２号」に改める。 

第９８条中「５，６９２円」を「６，１２２円」に改める。 

第４条 常総市税条例の一部を次のように改正する。 

第９７条第３項中「０．４を」を「０．２を」に，「０．６」を「０．８」

に改め，同項第３号中「所得税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第

７号）附則第４８条第１項第２号に定める」を「たばこ税法（昭和５９年法律

第７２号）第１１条第１項に規定する」に改め，同号イ中「（昭和５９年法律

第７２号）」を削る。 

第９８条中「６，１２２円」を「６，５５２円」に改める。 

第５条 常総市税条例の一部を次のように改正する。 

第９６条の２中「及び次条第３項第１号」を削る。 

第９７条第３項中「第１号」を「次」に改め，「紙巻たばこの本数に０．２

を乗じて計算した紙巻たばこの本数，第２号に掲げる方法により換算した紙巻

たばこの本数に０．８を乗じて計算した紙巻たばこの本数及び第３号に掲げる

方法により換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した」を削り，同

項第１号を削り，同項第２号を同項第１号とし，同項第３号を同項第２号とし，

同条第４項中「又は第３項第１号に掲げる方法により同号に規定する加熱式た
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ばこの重量を紙巻たばこの本数に換算する場合」を削り，同条第５項中「第３

項第２号」を「第３項第１号」に改め，同条第７項中「第３項第３号」を「第

３項第２号」に改め，同条第８項中「第３項第３号ア」を「第３項第２号ア」

に改め，同条第９項を削り，同条第１０項を同条第９項とする。 

（常総市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 常総市税条例の一部を改正する条例（平成２７年常総市条例第４１号）

の一部を次のように改正する。 

附則第６条第２項中「新条例」を「常総市税条例」に改め，同項第３号中

「平成３１年３月３１日」を「平成３１年９月３０日」に改め，同条第４項中

「新条例第９５条第１項」を「常総市税条例第９５条の２第１項」に改め，同

条第１３項中「平成３１年４月１日」を「平成３１年１０月１日」に，「１，

２６２円」を「１，６９２円」に改め，同条第１４項の表第５項の項中「平成

３１年４月３０日」を「平成３１年１０月３１日」に改め，同表第６項の項中

「平成３１年９月３０日」を「平成３２年３月３１日」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，平成３０年１０月１日から施行する。ただし，次の各号に

掲げる規定は，当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中常総市税条例第３７条の２第１項の改正規定及び同条例附則第２

５条の２第３項の改正規定並びに次条第１項の規定 平成３１年１月１日 

(2) 第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第３条の規定 平成３

１年４月１日 

(3) 第２条中常総市税条例第９７条第３項の改正規定 平成３１年１０月１日 

(4) 第１条中常総市税条例第２５条第１項及び第３項並びに第４９条第１項の

改正規定並びに同条に３項を加える改正規定並びに次条第３項の規定 平成

３２年４月１日 

(5) 第３条並びに附則第７条及び第８条の規定 平成３２年１０月１日 

(6) 第１条中常総市税条例第２６条第１項第２号，同条第２項，第３４条の２

及び第３４条の６の改正規定並びに同条例附則第６条の３の改正規定並びに

次条第２項の規定 平成３３年１月１日 

(7) 第４条並びに附則第９条及び第１０条の規定 平成３３年１０月１日 

(8) 第５条の規定 平成３４年１０月１日 

(9) 第１条中常総市税条例附則第１２条の２の改正規定 生産性向上特別措置
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法（平成３０年法律第 号）の施行の日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第１号に掲げる規定による改正後の常総市税条例の規定中個人の市

民税に関する部分は，平成３１年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し，平成３０年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

２ 前条第６号に掲げる規定による改正後の常総市税条例の規定中個人の市民税

に関する部分は，平成３３年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，

平成３２年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

３ 第１条の規定による改正後の常総市税条例第２５条第１項及び第３項並びに

第４９条第１０項から第１２項までの規定は，前条第４号に掲げる規定の施行

の日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事

業年度分の法人の市民税について適用し，同日前に開始した事業年度分の法人

の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については，な

お従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間（以下この条

において「適用期間」という。）に地方税法等の一部を改正する法律（平成３

０年法律第３号）第２条の規定による改正前の地方税法附則第１５条第４３項

に規定する中小事業者等（以下この条において「中小事業者等」という。）が

取得（同項に規定する取得をいう。以下この条において同じ。）をした同項に

規定する機械装置等（以下この条において「機械装置等」という。）（中小事

業者等が，同項に規定するリース取引（以下この条において「リース取引」と

いう。）に係る契約により機械装置等を引き渡して使用させる事業を行う者が

適用期間内に取得をした同項に規定する経営力向上設備等に該当する機械装置

等を，適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該機械装

置等を含む。）に対して課する固定資産税については，なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き，この条例の施行の日前に課した，又は課

すべきであった市たばこ税については，なお従前の例による。 

（手持品課税に係る市たばこ税） 

第５条 平成３０年１０月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し

又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等（同法第４６９条第１項第１

号及び第２号に規定する売渡しを除く。附則第８条第１項及び第１０条第１項
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において「売渡し等」という。）が行われた製造たばこ（常総市税条例の一部

を改正する条例（平成２７年常総市条例第４１号）附則第６条第１項に規定す

る紙巻たばこ三級品を除く。以下この項及び第５項において「製造たばこ」と

いう。）を同日に販売のため所持する卸売販売業者等（第１条の規定（附則第

１条第１号，第４号，第６号及び第９号に掲げる規定を除く。）による改正後

の常総市税条例（第４項及び第５項において「３０年新条例」という。）第９

５条の２第１項に規定する卸売販売業者等をいう。以下同じ。）又は小売販売

業者がある場合において，これらの者が所得税法等の一部を改正する法律（平

成３０年法律第７号。附則第８条第１項及び第１０条第１項において「所得税

法等改正法」という。）附則第５１条第１項の規定により製造たばこの製造者

として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出した

ものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは，これ

らの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者等

である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所，これらの者が小売販売業者で

ある場合には市の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所にお

いて所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみな

して，市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は，当該

売り渡したものとみなされる製造たばこの本数とし，当該市たばこ税の税率は，

１，０００本につき４３０円とする。 

２ 前項に規定する者は，同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ご

とに，地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成３０年総務省令第２４

号）別記第２号様式による申告書を平成３０年１０月３１日までに市長に提出

しなければならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は，平成３１年４月１日までに，その

申告に係る税金を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施

行規則」という。）第３４号の２の５様式による納付書によって納付しなけれ

ばならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には，前３項に規定するものの

ほか，３０年新条例第２１条，第１０１条第４項及び第５項，第１０３条の２

並びに第１０４条の規定を適用する。この場合において，次の表の左欄に掲げ

る３０年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

第２１条 第１０１条第１項若 常総市税条例等の一部を改正する 
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 しくは第２項， 条例（平成３０年常総市条例第 

号。以下この条及び第２章第４節

において「平成３０年改正条例」

という。）附則第５条第３項， 

第２１条第２号 第１０１条第１項若

しくは第２項 

平成３０年改正条例附則第５条第

２項 

第２１条第３号 第８２条の６第１項

の申告書，第１０１

条第１項若しくは第

２項の申告書又は第

１３２条第１項の申

告書でその提出期限 

平成３０年改正条例附則第５条第

３項の納期限 

第１０１条第４項 施行規則第３４号の

２様式又は第３４号

の２の２様式 

地方税法施行規則の一部を改正す

る省令（平成３０年総務省令第２

４号）別記第２号様式 

第１０１条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例附則第５条第

３項 

第１０３条の２第

１項 

第１０１条第１項又

は第２項 

平成３０年改正条例附則第５条第

２項 

 当該各項 同項 

第１０４条第２項 第１０１条第１項又

は第２項 

平成３０年改正条例附則第５条第

３項 

５ ３０年新条例第１０２条の規定は，販売契約の解除その他やむを得ない理由

により，市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこ

のうち，第１項の規定により市たばこ税を課された，又は課されるべきものの

返還を受けた卸売販売業者等について準用する。この場合において，当該卸売

販売業者等は，施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定により，こ

れらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５様式による書

類中「返還の理由及びその他参考となるべき事項」欄に，当該控除又は還付を

受けようとする製造たばこについて第１項の規定により市たばこ税が課された，

又は課されるべきであった旨を証するに足りる書類に基づいて，当該返還に係

る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同様式による書類をこれらの申
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告書に添付しなければならない。 

（手持品課税に係る市たばこ税に関する経過措置） 

第６条 平成３０年１０月１日から平成３１年９月３０日までの間における前条

第４項の規定の適用については，同項の表第２１条第３号の項中「第８２条の

６第１項の申告書，第１０１条第１項」とあるのは，「第１０１条第１項」と

する。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第７条 別段の定めがあるものを除き，附則第１条第５号に掲げる規定の施行の

日前に課した，又は課すべきであった市たばこ税については，なお従前の例に

よる。 

（手持品課税に係る市たばこ税） 

第８条 平成３２年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販売

のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において，これら

の者が所得税法等改正法附則第５１条第９項の規定により製造たばこの製造者

として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出した

ものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは，これ

らの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者等

である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所，これらの者が小売販売業者で

ある場合には市の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所にお

いて所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみな

して，市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は，当該

売り渡したものとみなされる製造たばこの本数とし，当該市たばこ税の税率は，

１，０００本につき４３０円とする。 

２ 前項に規定する者は，同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ご

とに，地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成３０年総務省令第２５号。

附則第１０条第２項において「平成３０年改正規則」という。）別記第２号様

式による申告書を平成３２年１１月２日までに市長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は，平成３３年３月３１日までに，そ

の申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって納付

しなければならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には，前３項に規定するものの

ほか，第３条の規定による改正後の常総市税条例（以下この項及び次項におい

て「３２年新条例」という。）第２１条，第１０１条第４項及び第５項，第１
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０３条の２並びに第１０４条の規定を適用する。この場合において，次の表の

左欄に掲げる３２年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。 

第２１条 第１０１条第１項若

しくは第２項， 

常総市税条例等の一部を改正する

条例（平成３０年常総市条例第 

号。以下この条及び第２章第４節

において「平成３０年改正条例」

という。）附則第８条第３項， 

第２１条第２号 第１０１条第１項若

しくは第２項 

平成３０年改正条例附則第８条第

２項 

第２１条第３号 第８２条の６第１項

の申告書，第１０１

条第１項若しくは第

２項の申告書又は第

１３２条第１項の申

告書でその提出期限 

平成３０年改正条例附則第８条第

３項の納期限 

第１０１条第４項 施行規則第３４号の

２様式又は第３４号

の２の２様式 

地方税法施行規則の一部を改正す

る省令（平成３０年総務省令第２

５号）別記第２号様式 

第１０１条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例附則第８条第

３項 

第１０３条の２第

１項 

第１０１条第１項又

は第２項 

平成３０年改正条例附則第８条第

２項 

 当該各項 同項 

第１０４条第２項 第１０１条第１項又

は第２項 

平成３０年改正条例附則第８条第

３項 

５ ３２年新条例第１０２条の規定は，販売契約の解除その他やむを得ない理由

により，市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこ

のうち，第１項の規定により市たばこ税を課された，又は課されるべきものの

返還を受けた卸売販売業者等について準用する。この場合において，当該卸売

販売業者等は，施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定により，こ

れらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５様式による書
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類中「返還の理由及びその他参考となるべき事項」欄に，当該控除又は還付を

受けようとする製造たばこについて第１項の規定により市たばこ税が課された，

又は課されるべきであった旨を証するに足りる書類に基づいて，当該返還に係

る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同様式による書類をこれらの申

告書に添付しなければならない。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第９条 別段の定めがあるものを除き，附則第１条第７号に掲げる規定の施行の

日前に課した，又は課すべきであった市たばこ税については，なお従前の例に

よる。 

（手持品課税に係る市たばこ税） 

第１０条 平成３３年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販

売のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において，これ

らの者が所得税法等改正法附則第５１条第１１項の規定により製造たばこの製

造者として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出

したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは，

これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業

者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所，これらの者が小売販売業

者である場合には市の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所

において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものと

みなして，市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は，

当該売り渡したものとみなされる製造たばこの本数とし，当該市たばこ税の税

率は，１，０００本につき４３０円とする。 

２ 前項に規定する者は，同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ご

とに，平成３０年改正規則別記第２号様式による申告書を平成３３年１１月１

日までに市長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は，平成３４年３月３１日までに，そ

の申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって納付

しなければならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には，前３項に規定するものの

ほか，第４条の規定による改正後の常総市税条例（以下この項及び次項におい

て「３３年新条例」という。）第２１条，第１０１条第４項及び第５項，第１

０３条の２並びに第１０４条の規定を適用する。この場合において，次の表の

左欄に掲げる３３年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表
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の右欄に掲げる字句とする。 

第２１条 第１０１条第１項若

しくは第２項， 

常総市税条例等の一部を改正する

条例（平成３０年常総市条例第 

号。以下この条及び第２章第４節

において「平成３０年改正条例」

という。）附則第１０条第３項， 

第２１条第２号 第１０１条第１項若

しくは第２項 

平成３０年改正条例附則第１０条

第２項 

第２１条第３号 第８２条の６第１項

の申告書，第１０１

条第１項若しくは第

２項の申告書又は第

１３２条第１項の申

告書でその提出期限 

平成３０年改正条例附則第１０条

第３項の納期限 

第１０１条第４項 施行規則第３４号の

２様式又は第３４号

の２の２様式 

地方税法施行規則の一部を改正す

る省令（平成３０年総務省令第２

５号）別記第２号様式 

第１０１条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例附則第１０条

第３項 

第１０３条の２第

１項 

第１０１条第１項又

は第２項 

平成３０年改正条例附則第１０条

第２項 

 当該各項 同項 

第１０４条第２項 第１０１条第１項又

は第２項 

平成３０年改正条例附則第１０条

第３項 

５ ３３年新条例第１０２条の規定は，販売契約の解除その他やむを得ない理由

により，市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこ

のうち，第１項の規定により市たばこ税を課された，又は課されるべきものの

返還を受けた卸売販売業者等について準用する。この場合において，当該卸売

販売業者等は，施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定により，こ

れらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５様式による書

類中「返還の理由及びその他参考となるべき事項」欄に，当該控除又は還付を

受けようとする製造たばこについて第１項の規定により市たばこ税が課された，
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又は課されるべきであった旨を証するに足りる書類に基づいて，当該返還に係

る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同様式による書類をこれらの申

告書に添付しなければならない。 
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議案第５号 

 

常総市石下総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例について 

 

常総市石下総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条

第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，石下総合福祉センターの使用料について，受益に応じた適正な負担を

求める必要があると認められることから，その額を改めるとともに，条例中に減

免事由等を規定するほか，地方自治法の規定に基づく指定管理者制度に係る必要

な規定を新たに加える改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市石下総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例 

 

常総市石下総合福祉センターの設置及び管理に関する条例（平成１７年水海道

市条例第１５９号）の一部を次のように改正する。 

第１条及び第２条を次のように改める。 

（設置） 

第１条 福祉及び保健に関する諸施策の総合的かつ計画的な推進並びに福祉サー

ビスの充実を図り，もって市民の福祉の向上並びに健康の保持及び増進に資す

るため，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１項の規定

に基づき，常総市石下総合福祉センター（以下「福祉センター」という。）を

設置する。 

２ 福祉センターの名称及び位置は，次のとおりとする。 

(1) 名称 常総市石下総合福祉センター 

(2) 位置 常総市新石下４３６５番地 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定める

ところによる。 

(1) 学校等 学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する

学校（幼稚園及び大学を除く。）をいう。）及び教育・保育施設（子ども・

子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７条第４項に規定する教育・保

育施設をいう。）をいう。 

(2) 任意団体 ボランティア団体，ＮＰＯ（特定非営利活動促進法（平成１０

年法律第７号）第１０条第１項の規定により設立の認証を受けた特定非営利

活動法人をいう。）その他地域における任意の団体であって，次に掲げる活

動を行っていないものをいう。 

ア 宗教の教義を広め，儀式行事を行い，又は信者を教化育成することを主

たる目的とする活動 

イ 政治上の主義を推進し，支持し，又はこれに反対することを主たる目的

とする活動 

ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定す
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る公職をいう。以下この号において同じ。）の候補者（当該候補者になろ

うとするものを含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し，支持し，

若しくはこれらに反対することを目的とする活動 

(3) 障害者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定

により身体障害者手帳の交付を受けている者 

イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）の規

定により療育手帳の交付を受けている者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けて

いる者 

エ アからウまでに掲げる者のほか，これらに準ずる者として市長が認める

者 

第７条第１号中「秩序」の次に「を乱し，」を加え，「乱す」を「害する」に

改める。 

第１０条中「き損し」を「毀損し」に改める。 

第１１条第２項ただし書中「認めた」を「認める」に改める。 

第１２条を次のように改める。 

（使用料の減免） 

第１２条 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，使用料を免除するこ

とができる。 

(1) 国又は地方公共団体が使用する場合 

(2) 市内の学校等が保育又は教育の目的で使用する場合 

(3) 構成員の半数以上を中学生以下の市民（住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号）に基づく本市の住民基本台帳に記録されている者をいう。以下同

じ。）で占める任意団体がその設立の目的のために使用する場合 

(4) 構成員の半数以上を障害者である市民で占める任意団体がその設立の目的

のために使用する場合 

(5) 福祉，保健等の普及等を目的として活動している任意団体であって，市長

が認めるものが使用する場合 

(6) 中学生以下の市民又は障害者である市民（当該障害者である市民の介護の

ため現に同伴する者１名を含む。）が使用する場合（浴室の使用に限る。） 

２ 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，使用料を減額することがで
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きる。この場合において，減額の割合は，２分の１とする。 

(1) 市外の学校等が保育又は教育の目的で使用する場合 

(2) 構成員の半数以上を６５歳以上の市民で占める任意団体がその設立の目的

のために使用する場合 

(3) 構成員の半数以上を中学生以下の者で占める任意団体（前項第３号に該当

する任意団体を除く。）がその設立の目的のために使用する場合 

(4) 高校生である市民又は６５歳以上の市民が使用する場合（浴室の使用に限

る。） 

３ 前２項の規定にかかわらず，公益上必要があると市長が認めるときは，使用

料を免除し，又は減額することができる。 

４ 第２項の規定により算出した額に１円未満の端数が生ずるときは，これを切

り上げるものとする。 

第１３条第３号中「認めた」を「認める」に改める。 

第１５条を第２１条とし，第１４条を第２０条とし，第１３条の次に次の６条

を加える。 

（指定管理者による管理） 

第１４条 福祉センターの管理は，地方自治法第２４４条の２第３項に規定する

指定管理者に行わせることができる。 

２ 指定管理者の指定手続等については，常総市公の施設に係る指定管理者の指

定手続等に関する条例（平成１７年水海道市条例第１２号）の定めるところに

よる。 

３ 第１項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合における第６条から第

８条まで及び第１０条の規定の適用については，これらの規定中「市長」とあ

るのは「指定管理者」とする。 

（指定管理者が行う業務） 

第１５条 指定管理者は，次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 第３条各号に掲げる業務 

(2) 福祉センターの施設の使用の許可等に関する業務 

(3) 福祉センターの施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) 前３号に掲げるもののほか，市長が福祉センターの管理上必要と認める業

務 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第１６条 指定管理者は，法令，条例，規則その他市長が定めるところに従い，
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適正に福祉センターの管理を行わなければならない。 

（利用料金） 

第１７条 市長は，福祉センターの施設の使用に係る料金（以下「利用料金」と

いう。）を指定管理者の収入として収受させることができる。この場合におい

て，使用者は，第１１条第２項の規定にかかわらず，指定管理者から使用の許

可を受けたときに利用料金を納入するものとする。 

２ 利用料金は，市長が公益上必要があると認める場合を除き，別表に掲げる金

額の範囲内において，指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めるものと

する。 

３ 市長は，前項の規定により指定管理者が利用料金の額を定めたときは，速や

かにこれを公告するものとする。 

（利用料金の減免） 

第１８条 指定管理者は，市長が特別の事由があると認めるときは，利用料金を

減額し，又は免除することができる。 

（利用料金の返還） 

第１９条 既に納入された利用料金は，返還しない。ただし，第１３条各号のい

ずれかに該当するときは，指定管理者は，利用料金の全部又は一部を返還する

ことができる。 

別表を次のように改める。 

別表（第１１条関係） 

施設等の区分＼使用単位及び金額 使用単位 
金 額 

市民等 市民等以外 

大会議室 １室につき ２５０円 ５００円 

研修室１ １時間 １００円 ２００円 

研修室２  １００円 ２００円 

調理室  １５０円 ３００円 

教養娯楽室  １５０円 ３００円 

機能回復訓練室  ３５０円 ７００円 

浴室 １人 ３５０円 ７００円 

カラオケ機器 １曲 １００円 １００円 

備考 

１ この表において「市民等」とは，市民又は市内の団体（主たる事務所の
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所在地が市内に存する団体であって構成員の半数以上を市民で占める団体

をいう。）をいい，「市民等以外」とは，これら以外の者をいう。 

２ 使用時間に１時間に満たない端数があるときは，これを１時間に切り上

げるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の常総市石下総合福祉センターの設置及び管理に関す

る条例（次項において「改正後の条例」という。）第１１条第１項及び第１２

条の規定は，平成３０年１０月１日以後の福祉センターの施設の使用に係る使

用料について適用し，同日前の福祉センターの施設の使用に係る使用料につい

ては，なお従前の例による。 

３ 改正後の条例第１１条第１項の規定にかかわらず，平成３０年１０月１日か

ら平成３１年９月３０日までの間における調理室，教養娯楽室又は機能回復訓

練室の使用に係る使用料にあっては別表に掲げる額に２分の１を乗じて得た額

とし，浴室の使用に係る使用料にあっては同表中「３５０円」とあるのは「３

００円」と，「７００円」とあるのは「６００円」とする。 
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議案第６号 

 

常総市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例について 

 

常総市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，児童福祉法に基づいて条例で定めるべき放課後児童健全育成事業の基

準を規定する厚生労働省令が改正されたことから，当該省令と同様の改正を行う

ため，これを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

 

常総市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年常総市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項第４号を次のように改める。 

(4) 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条に規定する免許状を

有する者 

第１０条第３項第５号中「卒業した者」の次に「（当該学科又は当該課程を修

めて同法の規定による専門職大学の前期課程を修了した者を含む。）」を加え，

同項に次の１号を加える。 

(10) ５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって，市長が適当と

認めたもの 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。ただし，第１０条第３項第５号の改正規

定は，平成３１年４月１日から施行する。 
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議案第７号 

 

常総市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条例について 

 

常総市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条例を次のように定めた

いので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に

より議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，茨城県医療福祉制度が改正され，医療福祉費の支給の対象範囲が拡大

されたことに伴い，支給対象年齢を１８歳に引き上げる改正を行うため，これを

提出する。 



30 

常総市条例第  号 

 

常総市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市医療福祉費支給に関する条例（昭和５１年水海道市条例第３０号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第２号中「１５歳」を「１８歳」に改める。 

第３条中「及び高齢者の医療の確保に関する法律第５５条」を「又は高齢者の

医療の確保に関する法律第５５条若しくは第５５条の２」に改める。 

第４条第１項中「１５歳」を「１８歳」に改め，同条第２項各号列記以外の部

分中「又は同法第８８条第１項」を「，同法第８８条第１項」に改め，「指定訪

問看護を受けた場合」の次に「又は保険医療機関等以外のその他の者から手当を

受けた場合」を加え，「又は指定訪問看護事業者」を「，指定訪問看護事業者又

は保険医療機関等以外のその他の者」に改め，同項第１号中「又は指定訪問看護

を受けた」を「，指定訪問看護又は手当を受けた」に，「又は指定訪問看護事業

者」を「，指定訪問看護事業者又は保険医療機関等以外のその他の者」に改め，

同条第４項中「医療，保険外併用療養費，医療費及び訪問看護療養費」を「療養

の給付，保険外併用療養費，療養費及び訪問看護療養費」に改め，同条第６項中

「又は指定訪問看護事業者による指定訪問看護を受けた場合」を「，指定訪問看

護事業者による指定訪問看護を受けた場合又は保険医療機関等以外のその他の者

から手当を受けた場合」に，「費用を，又は当該指定訪問看護に関し指定訪問看

護事業者に支払うべき費用」を「費用，当該指定訪問看護に関し当該指定訪問看

護事業者に支払うべき費用又は当該手当に関し当該保険医療機関等以外のその他

の者に支払うべき費用」に，「又は指定訪問看護事業者に支払うこと」を「，当

該指定訪問看護事業者又は当該保険医療機関等以外のその他の者に支払うこと」

に改め，同条第７項中「当該医療」の次に「，指定訪問看護又は手当」を加える。 

第５条第１項第１号中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改め，同項

第２号中「１５歳」を「１８歳」に，「その父若しくは母」を「その者若しくは

その者の配偶者又はその父若しくは母」に，「小児の父母」を「小児の配偶者若

しくは父母」に改める。 

附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当

該各号に定める日から施行する。 
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(1) 第２条第２号，第４条第１項及び第５条第１項第２号の改正規定 平成３

０年１０月１日 

(2) 第５条第１項第１号の改正規定 平成３１年６月１日 

２ この条例による改正後の第２条第２号，第４条第１項及び第５条第１項第２

号の規定は，平成３０年１０月１日以後の診療について適用し，同日前の診療

に係る医療福祉費の支給については，なお従前の例による。 
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議案第８号 

 

常総市すくすく医療費支給に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

 

常総市すくすく医療費支給に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規

定により議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，医療福祉費の支給の対象範囲の拡大に伴い，すくすく医療費の支給の

対象範囲について，既婚者等を除く要件をなくし，医療福祉費との整合を図る改

正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市すくすく医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市すくすく医療費支給に関する条例（平成１７年水海道市条例第１４号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第２号中「中学生」を「生徒等」に，「１５歳」を「１８歳」に

改め，同項中第３号を削り，第４号を第３号とする。 

第４条第１項中「及び高校生等」を削り，同条第２項中「中学生」を「生徒

等」に改め，同条第３項中「中学生，高校生等」を「生徒等」に改める。 

第６条中「中学生若しくは高校生等」を「生徒等」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成３０年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の常総市すくすく医療費支給に関する条例の規定は，

この条例の施行の日以後の診療について適用し，同日前の診療に係るすくすく

医療費の支給については，なお従前の例による。 
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議案第９号 

 

工事請負契約の締結について 

 

次のとおり工事請負契約を締結したいので，地方自治法（昭和２２年法律第 

６７号）第９６条第１項第５号の規定により議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 契約の目的 水海道中学校屋内運動場長寿命化工事 

２ 契約の方法  条件付一般競争入札 

３ 契 約 金 額 ２１３，８４０，０００円 

４ 契約の相手方 染谷工務店・染谷建設特定建設工事共同企業体 

 代表者 茨城県常総市水海道淵頭町２９８２番地 

 株式会社染谷工務店 

 代表取締役 服部 明浩 

提案理由 

本案は，去る５月２１日に一般競争入札を行った水海道中学校屋内運動場の長

寿命化工事について，予定価格が議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例に定める額を超えていることから，落札者と仮契約を締結した

ので，これを提出する。 
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議案第１０号 

 

常総市生涯学習センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例について 

 

常総市生涯学習センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１

項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，生涯学習センターの使用料について，受益に応じた適正な負担を求め

る必要があると認められることから，その額を改めるとともに，条例中に減免事

由等を規定することとし，用字等のほか別表に定める金額を改正するため，これ

を提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市生涯学習センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例 

 

常総市生涯学習センターの設置及び管理に関する条例（平成８年水海道市条例

第１３号）の一部を次のように改正する。 

第１条及び第２条を次のように改める。 

（設置） 

第１条 市民の自ら学習する意欲と能力を醸成し，生涯学習活動の総合的な推進

と効果的な援助を図るため，地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

３１年法律第１６２号）第３０条の規定に基づき，常総市生涯学習センター

（以下「センター」という。）を設置する。 

２ センターの名称及び位置は，次のとおりとする。 

(1) 名称 常総市生涯学習センター 

(2) 位置 常総市水海道天満町４６８４番地 

（定義) 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定める

ところによる。 

(1) 学校等 学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する

学校（幼稚園及び大学を除く。）をいう。）及び教育・保育施設（子ども・

子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７条第４項に規定する教育・保

育施設をいう。）をいう。 

(2) 任意団体 ボランティア団体，ＮＰＯ（特定非営利活動促進法（平成１０

年法律第７号）第１０条第１項の規定により設立の認証を受けた特定非営利

活動法人をいう。）その他地域における任意の団体であって，次に掲げる活

動を行っていないものをいう。 

ア 宗教の教義を広め，儀式行事を行い，又は信者を教化育成することを主

たる目的とする活動 

イ 政治上の主義を推進し，支持し，又はこれに反対することを主たる目的

とする活動 

ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定す

る公職をいう。以下この号において同じ。）の候補者（当該候補者になろ
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うとするものを含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し，支持し，

若しくはこれらに反対することを目的とする活動  

(3) 障害者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定

により身体障害者手帳の交付を受けている者 

イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）の規

定により療育手帳の交付を受けている者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けて

いる者 

第３条第３号中「設置目的」を「設置の目的」に改める。 

第６条第１号中「秩序」の次に「を乱し，」を加える。 

第７条第１項中「別表第１及び別表第２」を「別表」に改め，同項に後段とし

て次のように加える。 

この場合において，営利を目的とした使用に係る使用料は，別表に定める使

用料の額の２倍に相当する額とする。 

第８条を次のように改める。 

（使用料の減免） 

第８条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当する場合は，使用料を免除す

ることができる。 

(1) 国又は地方公共団体が使用する場合 

(2) 市内の学校等が保育又は教育の目的で使用する場合 

(3) 構成員の半数以上を中学生以下の市民（住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号）に基づく本市の住民基本台帳に記録されている者をいう。以下同

じ。）で占める任意団体がその設立の目的のために使用する場合 

(4) 構成員の半数以上を障害者である市民で占める任意団体がその設立の目的

のために使用する場合 

２ 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当する場合は，使用料を減額するこ

とができる。この場合において，減額の割合は，２分の１とする。 

(1) 市外の学校等が保育又は教育の目的で使用する場合 

(2) 構成員の半数以上を６５歳以上の市民で占める任意団体がその設立の目的

のために使用する場合 

(3) 構成員の半数以上を中学生以下の者で占める任意団体（前項第３号に該当



38 

する任意団体を除く。）がその設立の目的のために使用する場合 

３ 前２項の規定にかかわらず，公益上必要があると市長が認めるときは，使用

料を免除し，又は減額することができる。 

４ 第２項の規定により算出した額に１０円未満の端数が生ずるときは，これを

切り捨てるものとする。 

５ 第１項又は第２項の規定にかかわらず，営利を目的とした使用の場合は，使

用料の減額又は免除は，行わない。 

第９条の見出し中「不還付」を「返還」に改め，同条本文中「還付しない」を

「返還しない」に改め，同条ただし書中「認めた」を「認める」に，「還付す

る」を「返還する」に改める。 

第１０条中「損害が生じることがあっても，教育委員会は」を「生じた損害に

ついて，教育委員会は，」に改める。 

別表第２を削り，別表第１を次のように改める。 

別表（第７条関係） 

施設等の区分＼使用単位及び金額 使用単位 
金額（円） 

市民等 市民等以外 

多目的ホール １室につ 700 1,400 

１ 会議室１ き１時間 50 100 

階 会議室２  150 300 

 展示室１  300 600 

２ 創作室１  100 200 

階 創作室２  150 300 

 研修室  200 400 

 和室  300 600 

 展示室２  200 400 

ピアノ １台 5,250 10,500 

ビデオプロジェクター  1,050 2,100 

備考 

１ この表において「市民等」とは，市民又は市内の団体（主たる事務所の

所在地が市内に存する団体であって構成員の半数以上を市民で占める団体

をいう。）をいい，「市民等以外」とは，これら以外の者をいう。 

２ 使用時間に１時間に満たない端数があるときは，これを１時間に切り上
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げるものとする。 

３ ピアノの使用料には，調律料は含まない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置) 

２ この条例による改正後の常総市生涯学習センターの設置及び管理に関する条

例の規定は，平成３０年１０月１日以後の施設等の使用について適用し，同日

前の施設等の使用については，なお従前の例による。 
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議案第１１号 

 

常総市風土博物館条例の一部を改正する条例について 

 

常総市風土博物館条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議

決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，坂野家住宅の使用料について，使用実態に応じた金額に改めるととも

に，条例中に減免事由等を規定するほか，用字等の整合を図る改正を行うため，

これを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市風土博物館条例の一部を改正する条例 

 

常総市風土博物館条例（平成１３年水海道市条例第８号）の一部を次のように

改正する。 

第１条及び第２条を次のように改める。 

（設置） 

第１条 市民の教育，学術及び文化の発展に寄与するため，地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第３０条の規定に基づき，

常総市風土博物館（以下「風土博物館」という。）を設置する。 

２ 風土博物館の名称及び位置は，次のとおりとする。 

(1) 名称 水海道風土博物館坂野家住宅 

(2) 位置 常総市大生郷町２０３７番地 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定める

ところによる。 

(1) 学校 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（幼

稚園及び大学を除く。）をいう。 

(2) 任意団体 ボランティア団体，ＮＰＯ（特定非営利活動促進法（平成１０

年法律第７号）第１０条第１項の規定により設立の認証を受けた特定非営利

活動法人をいう。）その他地域における任意の団体であって，次に掲げる活

動を行っていないものをいう。 

ア 宗教の教義を広め，儀式行事を行い，又は信者を教化育成することを主

たる目的とする活動 

イ 政治上の主義を推進し，支持し，又はこれに反対することを主たる目的

とする活動 

ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定す

る公職をいう。以下この号において同じ。）の候補者（当該候補者になろ

うとするものを含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し，支持し，

若しくはこれらに反対することを目的とする活動 

(3) 障害者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定
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により身体障害者手帳の交付を受けている者 

イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）の規

定により療育手帳の交付を受けている者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けて

いる者 

第３条第１項中「水海道風土博物館坂野家住宅（以下「坂野家住宅」とい

う。）」を「風土博物館」に，「次の各号の」を「次に掲げる」に改め，同項第

１号中「坂野家住宅」を「風土博物館」に改め，同項第２号中「付属する」を

「附属する」に改め，同条第２項中「次の各号の」を「，次に掲げる」に改め，

同項第１号中「第１条」を「設置」に改める。 

第５条を次のように改める。 

（休館日） 

第５条 風土博物館の休館日は，次のとおりとする。 

(1) 月曜日（ただし，同日が祝日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律

第１７８号）に規定する休日をいう。以下同じ。）の場合は，同日後におい

て同日に最も近い祝日以外の日） 

(2) １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

第６条中「に定める時間とし，施設の使用時間についても同様」を「のとお

り」に改め，同条ただし書を削る。 

第１９条を第２１条とし，第１８条第１項に次のただし書を加える。 

ただし，市長が特別の理由があると認めるときは，この限りでない。 

第１８条第２項中「前項の」を「前項本文に規定する」に改め，同条を第２０

条とする。 

第１７条第２項中「前項の」を「前項に規定する」に改め，同条を第１９条と

する。 

第１６条ただし書中「認めた」を「認める」に，「この限りではない」を「こ

の限りでない」に改め，同条第３号中「，火気」を「火気」に改め，同条第５号

中「はり紙」を「貼り紙」に改め，同条第６号中「認めた」を「認める」に改め，

同条を第１８条とする。 

第１５条の見出し中「不還付」を「返還」に改め，同条本文中「還付しない」

を「返還しない」に改め，同条ただし書中「認めた」を「認める」に，「還付す

る」を「返還する」に改め，同条を第１７条とする。 
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第１４条中「特別の理由があると認めたとき」を「次の各号のいずれかに該当

する場合」に，「減免する」を「免除する」に改め，同条に次の各号を加える。 

(1) 国又は地方公共団体が使用する場合 

(2) 市内の学校が教育活動で使用する場合 

(3) 構成員の半数以上を小学生又は中学生である市民（住民基本台帳法（昭和

４２年法律第８１号）に基づく本市の住民基本台帳に記録されている者をい

う。以下同じ。）で占める任意団体がその設立の目的のために使用する場合 

(4) 構成員の半数以上を障害者である市民で占める任意団体がその設立の目的

のために使用する場合 

第１４条に次の２項を加える。 

２ 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当する場合は，使用料を減額するこ

とができる。この場合において，減額の割合は，２分の１とする。 

(1) 市外の学校が教育活動で使用する場合 

(2) 構成員の半数以上を６５歳以上の市民で占める任意団体がその設立の目的

のために使用する場合 

(3) 構成員の半数以上を小学生又は中学生で占める任意団体（前項第３号に該

当する任意団体を除く。）がその設立の目的のために使用する場合 

３ 前２項の規定にかかわらず，公益上必要があると市長が認めるときは，使用

料を免除し，又は減額することができる。 

第１４条を第１６条とする。 

第１３条第１項中「第９条」を「第１１条」に改め，「ときに」の次に「別表

第３に定める」を加え，同条第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定にかかわらず，営業目的等の使用に係る使用料は，１時間につき

１０，０００円とする。この場合において，使用時間に１時間に満たない端数

があるときは，これを１時間に切り上げるものとする。 

第１３条を第１５条とし，第１２条を第１４条とする。 

第１１条中「第９条」を「第１１条」に改め，同条第５号中「第８条各号」を

「第１０条各号」に改め，同条を第１３条とする。 

第１０条第１項中「第８条各号」を「第１０条各号」に改め，「ことができ

る」を削り，同条第２項を削り，同条を第１２条とする。 

第９条第１項中「の変更」を「を変更し，」に，「取消しをしようと」を「取

り消そうと」に改め，同条第２項を次のように改める。 

２ 教育委員会は，風土博物館の管理のため必要な範囲内で前項の許可に条件を
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付することができる。 

第９条を第１１条とし，第８条を第１０条とし，同条の前に次の１条を加える。 

（入館料の減免） 

第９条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当する場合は，当該各号に定め

るところにより入館料を減額し，又は免除することができる。 

(1) 常総市又は教育委員会が主催する事業により入館する場合 免除 

(2) 市内の学校の教育活動により入館する場合 免除 

(3) 障害者（当該障害者の介護のため現に同伴する者１名を含む。）が入館す

る場合 免除 

(4) ６５歳以上の者が入館する場合 免除 

(5) 市外の学校の教育活動により入館する場合 ５割減額 

２ 前項の規定にかかわらず，公益上必要があると市長が認めるときは，入館料

を免除し，又は減額することができる。 

第７条中「の展示資料等を観覧しようとする者」を「に入館しようとする者」

に改め，同条ただし書を削り，同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者に係る入館料は，

無料とする。 

(1) 小学校就学前の者 

(2) 営業を目的とする写真，映画等の撮影のために施設を使用する場合又は第

６条の開館時間以外の時間に施設を使用する場合（以下これらを「営業目的

等の使用」という。）であって，第１５条第２項の規定による使用料を支払

って入館する者 

第７条を第８条とし，第６条の次に次の１条を加える。 

（開館時間の変更等） 

第７条 前２条の規定にかかわらず，教育委員会が必要と認めるときは，休館日

に開館し，若しくは臨時に休館し，又は開館時間を変更することができる。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第６条関係） 

区分 開館時間 入館時間 

４月から１０月まで 午前９時から午後６時まで 午後５時まで 

１１月から３月まで 午前９時から午後５時まで 午後４時まで 

別表第２中「（第７条関係）」を「（第８条関係）」に改め，同表備考を次の

ように改める。 
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備考 この表において「児童及び生徒」とは，学校に在学する者をいう。 

別表第３を次のように改める。 

別表第３（第１５条関係） 

区分 
使用料 

午前 午後 全日 

書院１階 １,０００円 １,０００円 ２,０００円 

書院２階 １,０００円 １,０００円 ２,０００円 

敷地等 ２０,０００円 ２０,０００円 ４０,０００円 

備考 

１ この表において次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 午前 午前９時から正午までをいう。 

(2) 午後 午後１時から午後６時まで（１１月から３月までの間にあっ

ては午後５時まで）をいう。 

(3) 全日 午前９時から午後６時まで（１１月から３月までの間にあっ

ては午後５時まで）をいう。 

(4) 敷地等 風土博物館の敷地（駐車場を除く。）及び建物の全部をい

う。 

２ 使用時間がその区分の全時間に満たない場合であっても，その区分の使

用料を徴収する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の常総市風土博物館条例の規定は，平成３０年１０月

１日以後の風土博物館の入館又は施設の使用について適用し，同日前の風土博

物館の入館又は施設の使用については，なお従前の例による。 
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議案第１２号 

 

常総市社会体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例について 

 

常総市社会体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第

１号の規定により議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，社会体育施設の使用料について，受益に応じた適正な負担を求める必

要があると認められることから，その額を改めるとともに，条例中に減免事由等

を規定することとし，用字等のほか別表に定める金額を改正するため，これを提

出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市社会体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市社会体育施設の設置及び管理に関する条例（平成１７年水海道市条例第

１５０号）の一部を次のように改正する。 

第１８条を第２０条とし，第１７条を第１９条とする。 

第１６条の見出し中「不返還」を「返還」に改め，同条ただし書中「第７条各

号」を「第９条各号」に改め，同条を第１８条とする。 

第１５条を第１７条とする。 

第１４条第１項中「第６条第１項」を「第７条」に改め，同条を第１６条とす

る。 

第１３条を第１５条とし，第１２条を第１４条とする。 

第１１条第３項中「第４条第１項」を「第５条第１項」に，「第５条」を「第

６条」に，「第８条」を「第１０条」に，「第１７条」を「第１９条」に改め，

同条を第１３条とする。 

第１０条中「第８条」を「第１０条」に改め，同条を第１２条とし，第９条を

第１１条とする。 

第８条第２号中「第４条第２項」を「第５条第２項」に改め，同条を第１０条

とする。 

第７条の見出し中「不返還」を「返還」に改め，同条を第９条とし，同条の前

に次の１条を加える。 

（使用料の減免） 

第８条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当する場合は，基本使用料を免

除することができる。 

(1) 国又は地方公共団体が使用する場合 

(2) 市内の学校等が保育又は教育の目的で使用する場合 

(3) スポーツの普及振興等を目的とする公共的団体が広く市民を対象として開

催する大会に使用する場合 

(4) 構成員の半数以上を中学生以下の市民（住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号）に基づく本市の住民基本台帳に記録されている者をいう。以下同

じ。）で占める任意団体がその設立の目的のために使用する場合 

(5) 構成員の半数以上を障害者である市民で占める任意団体がその設立の目的
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のために使用する場合 

(6) 中学生以下の市民が使用する場合（卓球練習場又はきぬ温水プールの使用

に限る。） 

(7) 障害者である市民（当該市民の介護のため現に同伴する者１名を含む。）

が使用する場合（卓球練習場，トレーニング室若しくはトレーニングルーム

又はきぬ温水プールの使用に限る。） 

２ 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当する場合は，基本使用料を減額す

ることができる。この場合において，減額の割合は，２分の１とする。 

(1) 市外の学校等が保育又は教育の目的で使用する場合 

(2) 構成員の半数以上を６５歳以上の市民で占める任意団体がその設立の目的

のために使用する場合 

(3) 構成員の半数以上を中学生以下の者で占める任意団体（前項第４号に該当

する任意団体を除く。）がその設立の目的のために使用する場合 

(4) 高校生である市民が使用する場合（卓球練習場の使用に限る。） 

(5) ６５歳以上の市民が使用する場合（卓球練習場，トレーニング室若しくは

トレーニングルーム又はきぬ温水プールの使用に限る。） 

３ 前２項の規定にかかわらず，公益上必要があると市長が認めるときは，使用

料を免除し，又は減額することができる。 

４ 第２項の規定により算出した額に１０円未満の端数が生ずるときは，これを

切り捨てるものとする。 

５ 第１項又は第２項の規定にかかわらず，営利を目的とする使用に係る基本使

用料の減額又は免除は，行わない。 

第６条第１項中「第４条第１項」を「第５条第１項」に，「定める使用料」を

「定める基本使用料及び別表第３に定める特別使用料（以下これらを「使用料」

という。）」に改め，同項に後段として次のように加える。 

この場合において，営利を目的とする使用（入場料を徴収する場合を除

く。）に係る基本使用料は，別表第２に定める額の２倍に相当する額とする。 

第６条第２項を削り，同条を第７条とする。 

第５条を第６条とし，第２条から第４条までを１条ずつ繰り下げ，第１条の次

に次の１条を加える。 

（定義) 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定める

ところによる。 
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(1) 学校等 学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する

学校（幼稚園及び大学を除く。）をいう。）及び教育・保育施設（子ども・

子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７条第４項に規定する教育・保

育施設をいう。）をいう。 

(2) 任意団体 ボランティア団体，ＮＰＯ（特定非営利活動促進法（平成１０

年法律第７号）第１０条第１項の規定により設立の認証を受けた特定非営利

活動法人をいう。）その他地域における任意の団体であって，次に掲げる活

動を行っていないものをいう。 

ア 宗教の教義を広め，儀式行事を行い，又は信者を教化育成することを主

たる目的とする活動 

イ 政治上の主義を推進し，支持し，又はこれに反対することを主たる目的

とする活動 

ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定す

る公職をいう。以下この号において同じ。）の候補者（当該候補者になろ

うとするものを含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し，支持し，

若しくはこれらに反対することを目的とする活動 

(3) 障害者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定

により身体障害者手帳の交付を受けている者 

イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）の規

定により療育手帳の交付を受けている者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けて

いる者 

別表第１中「（第２条関係）」を「（第３条関係）」に改める。 

別表第２を次のように改める。 
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別表第２（第７条関係） 

施設の区分＼金額 
金額（円） 

市民等 市民等以外 

水海

道総 

主競技場 半面  650 1,300 

 全面 入場料を徴収する場合 13,000 26,000 

合体   入場料を徴収しない場合 1,300 2,600 

育館 副競技場 入場料を徴収する場合 2,000 4,000 

  入場料を徴しない場合 200 400 

 会議室  100 200 

 卓球練習場  100 200 

 トレーニング室  100 200 

石下

総合 

メインア

リーナ 

半面  650 1,300 

全面 入場料を徴収する場合 13,000 26,000 

体育   入場料を徴収しない場合 1,300 2,600 

館 サブアリ 入場料を徴収する場合 2,000 4,000 

 ーナ 入場料を徴収しない場合 200 400 

 会議室  100 200 

 柔道場・剣道場  300 600 

 トレーニングルーム  100 200 

水海道球場  1,000 2,000 

石下球場  2,000 4,000 

豊田球場  500 1,000 

原山球場  500 1,000 

小貝球場  500 1,000 

天満運動場  500 1,000 

きぬサブグラウンド  450 900 

豊田サブグラウンド  450 900 

石下多目的広場  900 1,800 

吉野サン・ビレッジ テニスコート 400 800 

 テニス練習場 150 300 

 サッカー場 半面  600 1,200 

  全面  1,200 2,400 
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 フットサル場 300 600 

きぬテニスコート  300 600 

石下テニスコート  400 800 

きぬ温水プール 大人（高校生以上） 400 400 

 小人（小・中学生） 200 200 

 幼児（小学生未満） 無料 無料 

三妻プール  無料 無料 

備考  

１ この表において，「市民等」とは，市民又は市内の団体（主たる事務所

の所在地が市内に存する団体であって構成員の半数以上を市民で占める団

体をいう。）をいい，「市民等以外」とは，これら以外の者をいう。 

２ 卓球練習場又はトレーニング室若しくはトレーニングルームは１人につ

き１時間当たりの金額とし，きぬ温水プールは１人につき１回当たりの金

額とし，これら以外の施設は１時間当たりの金額とする。 

３ 使用時間に１時間に満たない端数があるときは，これを１時間に切り上

げるものとする。 

４ 卓球練習場，トレーニング室若しくはトレーニングルーム又はきぬ温水

プールの使用料は，回数券を用いて納入することができる。 
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別表第２の次に次の１表を加える。 
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別表第３（第７条関係） 

施設等の区分＼金額 金額（円） 

水海道総合体育館 主競技場 照明設備 半面 1,000 

   全面 2,000 

  冷暖房設備  4,200 

  放送設備  1,000 

 副競技場 照明設備  250 

石下総合体育館 メインアリーナ 照明設備 半面 1,000 

   全面 2,000 

  放送設備  1,000 

 サブアリーナ 照明設備  150 

 柔道場・剣道場 照明設備  200 

水海道球場  照明設備  4,300 

石下球場  照明設備  4,300 

きぬサブグラウンド  照明設備  1,250 

吉野サン・ビレッジ テニスコート 照明設備  250 

 テニス練習場 照明設備  100 

 サッカー場 照明設備 半面 650 

   全面 1,250 

 フットサル場 照明設備  350 

きぬテニスコート  照明設備  250 

石下テニスコート  照明設備  250 

備考 

１ 放送設備は１回当たりの金額とし，照明設備又は冷暖房設備は１時間当

たりの金額とする。 

２ 使用時間に１時間に満たない端数があるときは，これを１時間に切り上

げるものとする。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の常総市社会体育施設の設置及び管理に関する条例

（次項において「改正後の条例」という。）の規定は，平成３０年１０月１日

以後の施設等の使用について適用し，同日前の施設等の使用については，なお

従前の例による。 

３ 改正後の条例第７条の規定にかかわらず，平成３０年１０月１日から平成３

１年９月３０日までの間における水海道総合体育館，石下総合体育館，豊田球

場，原山球場，小貝球場，天満運動場，きぬサブグラウンド，豊田サブグラウ

ンド又は石下多目的広場の使用に係る基本使用料は附則別表第１に定める額と

し，水海道総合体育館又は石下総合体育館の使用に係る特別使用料は附則別表

第２に定める額とする。 

附則別表第１（附則第３項関係） 

施設の区分＼金額 
金額（円） 

市民等 市民等以外 

水海

道総 

主競技場 半面  200 400 

 全面 入場料を徴収する場合 4,000 8,000 

合体   入場料を徴収しない場合 400 800 

育館 副競技場 入場料を徴収する場合 1,500 3,000 

  入場料を徴しない場合 150 300 

 会議室  100 200 

 卓球練習場  100 200 

 トレーニング室  100 200 

石下

総合 

メインア

リーナ 

半面  200 400 

全面 入場料を徴収する場合 4,000 8,000 

体育   入場料を徴収しない場合 400 800 

館 サブアリ 入場料を徴収する場合 1,500 3,000 

 ーナ 入場料を徴収しない場合 150 300 

 会議室  100 200 

 柔道場・剣道場  150 300 
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 トレーニングルーム  100 200 

豊田球場  350 700 

原山球場  150 300 

小貝球場  150 300 

天満運動場  150 300 

きぬサブグラウンド  200 400 

豊田サブグラウンド  200 400 

石下多目的広場  450 900 

備考  

１ この表において，「市民等」とは，市民（住民基本台帳法（昭和４２年

法律第８１号）に基づく本市の住民基本台帳に記録されている者をいう。

以下同じ。）又は市内の団体（主たる事務所の所在地が市内に存する団体

であって構成員の半数以上を市民で占める団体をいう。）をいい，「市民

等以外」とは，これら以外の者をいう。 

２ 卓球練習場又はトレーニング室若しくはトレーニングルームは１人につ

き１時間当たりの金額とし，これら以外の施設は１時間当たりの金額とす

る。 

３ 使用時間に１時間に満たない端数があるときは，これを１時間に切り上

げるものとする。 

４ 卓球練習場又はトレーニング室若しくはトレーニングルームの使用料は，

回数券を用いて納入することができる。 

附則別表第２（附則第３項関係） 

施設等の区分＼金額 金額（円） 

水海道総合体育館 主競技場 照明設備 半面 750 

   全面 1,500 

  冷暖房設備  4,200 

  放送設備  1,000 

 副競技場 照明設備  250 

石下総合体育館 メインアリーナ 照明設備 半面 750 

   全面 1,500 

  放送設備  1,000 

 サブアリーナ 照明設備  150 
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 柔道場・剣道場 照明設備  200 

備考 

１ 放送設備は１回当たりの金額とし，照明設備又は冷暖房設備は１時間当

たりの金額とする。 

２ 使用時間に１時間に満たない端数があるときは，これを１時間に切り上

げるものとする。 
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議案第１３号 

 

常総市学校施設の開放に関する条例について 

 

常総市学校施設の開放に関する条例を次のように定めたいので，地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求

める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，市立学校の施設を教育上支障のない範囲において市民の利用に供する

学校開放について，受益に応じた適正な負担を求める必要があると認められるこ

とから，新たに使用料を徴収することとし，その額，減免事由その他学校開放の

実施に必要な事項を定めるため，これを提出する。 

 



58 

常総市条例第 号 

 

常総市学校施設の開放に関する条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１３７条，社会

教育法（昭和２４年法律第２０７号）第４４条及びスポーツ基本法（平成２３

年法律第７８号）第１３条第１項の規定に基づき，学校教育上支障のない範囲

において学校施設を地域住民の利用に供すること（以下「学校開放」とい

う。）により，市民の社会教育，スポーツ等の振興に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 開放施設 常総市立学校設置に関する条例（昭和３９年水海道市条例第２

８号）第２条に規定する常総市立学校の校庭，体育館及び武道場並びにこれ

らに附属する設備等のうち，学校開放を行う学校施設をいう。 

(2) 障害者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定

により身体障害者手帳の交付を受けている者 

イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）の規

定により療育手帳の交付を受けている者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けて

いる者 

（実施方法等） 

第３条 常総市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は，学校開放の実施

に関し，常総市立学校の校長（次項において「学校長」という。）の意見を聴

き，計画的な学校開放の実施方法を定めるものとする。 

２ 学校長は，学校開放の実施に伴う管理上の責任を負わないものとする。 

（団体の登録等） 

第４条 開放施設を使用できる者は，あらかじめ教育委員会の登録を受けた団体

（以下「登録団体」という。）とする。ただし，教育委員会が特に認めるとき

は，この限りでない。 
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２ 前項の登録を受けることができる団体は，市内に居住し，又は通勤し，若し

くは通学する者１０人以上で構成され，その代表者が２０歳以上の者である団

体でなければならない。 

３ 教育委員会は，登録団体が偽りその他不正の手段により登録を受けたと認め

るときその他登録団体として適当でないと認めるときは，その登録を取り消す

ことができる。 

（使用の許可） 

第５条 登録団体は，開放施設を使用しようとするときは，教育委員会に申請し，

その許可を受けなければならない。 

２ 教育委員会は，開放施設の管理のため必要な範囲内で前項の許可に条件を付

することができる。 

（使用の制限） 

第６条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，開放施

設の使用を許可しない。 

(1) 公の秩序を乱し，又は善良の風俗を害するおそれがあると認めるとき。 

(2) 営利を目的とした使用であると認めるとき。 

(3) 開放施設を損傷し，又は滅失するおそれがあると認めるとき。 

(4) 前各号に掲げるもののほか，教育委員会が学校施設の管理上支障があると

認めるとき。 

（使用料） 

第７条 開放施設を使用しようとする登録団体は，第５条第１項の許可を受けた

ときは，次の各号に掲げる開放施設の区分に応じ，当該各号に定める使用料を

納付しなければならない。 

(1) 体育館 １時間につき３００円 

(2) 武道場 １時間につき２００円 

２ 前項の場合において，使用時間に１時間に満たない端数があるときは，これ

を１時間に切り上げるものとする。 

（使用料の減免） 

第８条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当するときは，当該各号に定め

るところにより使用料を減額し，又は免除することができる。 

(1) 構成員の半数以上を中学生以下の市民（住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号）に基づく本市の住民基本台帳に記録されている者をいう。以下同

じ。）で占める登録団体が使用するとき 免除 
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(2) 構成員の半数以上を障害者である市民で占める登録団体が使用するとき 

免除 

(3) 構成員の半数以上を６５歳以上の市民で占める登録団体が使用するとき 

５割減額 

２ 前項の規定にかかわらず，公益上必要があると市長が認めるときは，使用料

を免除し，又は減額することができる。 

（使用料の返還） 

第９条 既に納入された使用料は，返還しない。ただし，使用団体（第５条第１

項の規定による許可を受けた登録団体をいう。以下同じ。）の責めに帰するこ

とができない理由により開放施設を使用することができなくなったときその他

教育委員会が特別の理由があると認めるときは，その全部又は一部を返還する

ことができる。 

（許可の取消し等） 

第１０条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当するときは，開放施設の使

用の許可を取り消し，使用の中止若しくは停止を命じ，又は許可に付された条

件を変更することができる。 

(1) 教育委員会又は常総市立学校が公用又は公益のため学校施設を使用すると

き。 

(2) 使用団体がこの条例若しくはこの条例に基づく教育委員会規則の規定又は

許可に付された条件に違反したとき。 

(3) 使用団体が偽りその他不正の手段により使用の許可を受けたとき。 

(4) 前各号に掲げるもののほか，教育委員会が管理上必要があると認めるとき。 

２ 前項の規定により使用の許可の取消しを受け，又は使用の中止若しくは停止

を命ぜられたことにより生じた使用団体の損害については，教育委員会はその

責めを負わない。 

（目的外使用等の禁止） 

第１１条 使用団体は，開放施設を使用目的以外の目的に使用し，又は使用する

権利を譲渡し，若しくは転貸してはならない。 

（設備の変更等の禁止） 

第１２条 使用団体は，開放施設に特別の設備を設置し，又は変更を加えてはな

らない。ただし，あらかじめ教育委員会の許可を受けたときは，この限りでな

い。 

（原状回復） 
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第１３条 使用団体は，開放施設の使用が終わったとき又は第１０条第１項の規

定により使用の許可の取消しを受け，又は使用の中止若しくは停止を命ぜられ

たときは，直ちに開放施設を原状に回復しなければならない。 

（賠償責任） 

第１４条 使用団体は，開放施設を汚損し，若しくは毀損し，又は滅失したとき

は，直ちに教育委員会に届け出なければならない。 

２ 前項の場合において，開放施設の汚損，若しくは毀損又は滅失が使用者の故

意又は過失によるときは，使用団体は，当該開放施設を原状に回復し，又はそ

の損害を賠償しなければならない。 

（事故の責任） 

第１５条 開放施設の使用に伴って発生した事故は，教育委員会の責めに帰すべ

き場合を除き，使用団体がその責めを負うものとする。 

（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は，教育委員会規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成３０年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第７条第１項の規定にかかわらず，平成３０年１０月１日から平成３１年９

月３０日までの間における開放施設の使用に係る使用料は，同項各号に定める

額に２分の１を乗じて得た額とする。 
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議案第１４号 

 

水海道シティハイツ集会所の設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例について 

 

水海道シティハイツ集会所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，水海道シティハイツ集会所の使用について，受益に応じた適正な負担

を求める必要があると認められることから，新たに使用料を徴収することとし，

その額，減免事由等を定める改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

水海道シティハイツ集会所の設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

水海道シティハイツ集会所の設置及び管理に関する条例（平成１５年水海道市

条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

常総市水海道シティハイツ集会所の設置及び管理に関する条例 

第１条及び第２条を次のように改める。 

（設置） 

第１条 市民の社会教育活動の充実と発展を図るため，地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４４条の２第１項の規定に基づき，水海道シティハイツ集

会所（以下「集会所」という。）を設置する。 

２ 集会所の名称及び位置は，次のとおりとする。 

(1) 名称 水海道シティハイツ集会所 

(2) 位置 常総市水海道山田町１５０２番地１０ 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定める

ところによる。 

(1) 学校等 学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する

学校（幼稚園及び大学を除く。）をいう。）及び教育・保育施設（子ども・

子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７条第４項に規定する教育・保

育施設をいう。）をいう。 

(2) 任意団体 ボランティア団体，ＮＰＯ（特定非営利活動促進法（平成１０

年法律第７号）第１０条第１項の規定により設立の認証を受けた特定非営利

活動法人をいう。）その他地域における任意の団体であって，次に掲げる活

動を行っていないものをいう。 

ア 宗教の教義を広め，儀式行事を行い，又は信者を教化育成することを主

たる目的とする活動 

イ 政治上の主義を推進し，支持し，又はこれに反対することを主たる目的

とする活動 

ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定す
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る公職をいう。以下この号において同じ。）の候補者（当該候補者になろ

うとするものを含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し，支持し，

若しくはこれらに反対することを目的とする活動 

(3) 障害者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定

により身体障害者手帳の交付を受けている者 

イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）の規

定により療育手帳の交付を受けている者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けて

いる者 

第４条第２号中「集会所」を「水海道シティハイツ又は集会所」に改め，同号

を同条第３号とし，同条第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 営利を目的とした使用であると認めるとき。 

第５条を次のように改める。 

（使用料） 

第５条 使用者は，あらかじめ，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定め

る使用料を納入しなければならない。この場合において，使用時間に１時間未

満の端数があるときは，これを１時間に切り上げるものとする。 

(1) 市民等（市民（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく本市

の住民基本台帳に記録されている者をいう。以下同じ。）又は市内の団体

（主たる事務所の所在地が市内に存する団体であって構成員の半数以上を市

民で占める団体をいう。）をいう。） １時間につき２００円 

(2) 前号に掲げる者以外の者 １時間につき４００円 

第８条を第１０条とし，第７条を第９条とし，第６条を第８条とし，第５条の

次に次の２条を加える。 

（使用料の減免） 

第６条 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，使用料を免除すること

ができる。 

(1) 国又は地方公共団体が使用する場合 

(2) 市内の学校等が保育又は教育の目的で使用する場合 

(3) 構成員の半数以上を中学生以下の市民で占める任意団体がその設立の目的

のために使用する場合 
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(4) 構成員の半数以上を障害者である市民で占める任意団体がその設立の目的

のために使用する場合 

２ 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，使用料を減額することがで

きる。この場合において，減額の割合は，２分の１とする。 

(1) 市外の学校等が保育又は教育の目的で使用する場合 

(2) 構成員の半数以上を６５歳以上の市民で占める任意団体がその設立の目的

のために使用する場合 

(3) 構成員の半数以上を中学生以下の者で占める任意団体（前項第３号に該当

する任意団体を除く。）がその設立の目的のために使用する場合 

３ 前２項の規定にかかわらず，公益上必要があると市長が認めるときは，使用

料を免除し，又は減額することができる。 

（使用料の返還） 

第７条 既に納入された使用料は，返還しない。ただし，使用者の責めによらな

い理由により使用することができなくなったときその他市長が特別の理由があ

ると認めるときは，その全部又は一部を返還することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の常総市水海道シティハイツ集会所の設置及び管理に

関する条例（次項において「改正後の条例」という。）の規定は，平成３０年

１０月１日以後の集会所の使用について適用し，同日前の集会所の使用につい

ては，なお従前の例による。 

３ 改正後の条例第５条の規定にかかわらず，平成３０年１０月１日から平成３

１年９月３０日までの間における集会所の使用に係る使用料は，同条各号に定

める額に２分の１を乗じて得た額とする。 

（常総市公共施設の暴力団等排除に関する条例の一部改正） 

４ 常総市公共施設の暴力団等排除に関する条例（平成２０年常総市条例第６

号）の一部を次のように改正する。 

別表第１６項中「水海道シティハイツ集会所の設置及び管理に関する条例」

を「常総市水海道シティハイツ集会所の設置及び管理に関する条例」に改める。 
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議案第１５号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西９９５ 古間木７５４－１ 古間木８１３ 

 

提案理由 

本案は，古間木地内の路線について，民間の開発行為に伴う開発区域内の道路

であるが，当該開発行為の申請者から払下げの要望があることから，その認定を

廃止するため，これを提出する。 
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議案第１６号 

 

建設工事委託に関する協定の締結について 

 

次のとおり建設工事委託に関する協定を締結したいので，地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定により議会の議決を求める。 

 

平成３０年５月３０日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 協定の目的  常総市公共下水道内守谷浄化センターの建設工事委託に関

する協定 

２ 協定の方法  随意契約 

３ 協定の金額  ２４０，０００，０００円 

４ 協定の相手方  東京都文京区湯島二丁目３１番２７号 

日本下水道事業団 

理事長 辻原 俊博 

 

提案理由 

本案は，公共下水道内守谷浄化センター建設工事について，平成３０年度から

の２箇年度継続事業として，２億４千万円の工事を日本下水道事業団へ委託する

もので，４月６日に仮協定を締結したことから，これを提出する。 

  


